
請 願 第 ５ ０ ０ ２ 号
平成２８年１１月２２日受理

（件 名） 厚生労働省における受動喫煙防止対策強化措置について

意見書提出を求める請願

（請願の要旨）

たばこ事業は，たばこ事業法等に基づき運営されており，たばこ税については，
国や地方自治体の重要な一般財源であることは周知の事実です。しかし，2016年10
月に厚生労働省より公表され，次期通常国会に法案として提出されようとしている
「受動喫煙防止対策の強化について（たたき台）（以下，"たたき台"という）」にお
ける受動喫煙防止対策は，業界がこれまで推進してきた取組みが無駄になるような
厳格な規制を設定しており，大きな懸念を抱いております。

鹿児島県の葉たばこ耕作については，農家数224戸，面積473ha，販売高20億円を
誇る一大産地であると共に，地域農業を支える重要な基幹作物の一つと位置付けら
れており，たばこ農家は葉たばこ生産に自信と誇りをもって良質葉生産に取り組ん
でおります。

また，零細かつ経済的基盤の弱いたばこ販売店では，販売を通じて財政に多大な
寄与をしているとの自負と誇りを持ち，たばこ販売を行っているところです(平成26
年度の鹿児島県のたばこ税は，県税19億円，市町村税118億円)。

また，たばこ耕作組合とたばこ販売組合は，喫煙者のために喫煙場所の設置を要
望する署名に取り組み，全国で64万筆の署名を集めるなど，喫煙環境の維持・向上
に努めております。

成人の減少，喫煙率の低下などにより，たばこの消費が減少する中，前述のたた
き台による措置により，更なる喫煙機会の減少，結果として消費本数の減少が進む
ことは明らかであり，たばこ販売店，及びたばこ農家の経営にも多大な影響がある
ものと考えております。

一方で，飲食・宿泊業においては，その業種や店舗・施設によって喫煙を望むお
客様が多い状況も観られるところ，受動喫煙防止対策の重要性を十分に認識し，分
煙措置に努める他，お客様の意図しない受動喫煙への接触を防止するため，店舗内
の喫煙環境をステッカー等を用いて店頭に表示する取組等，実態に応じた様々な対
策を自主的に進めております。

サービス業界では，たたき台による「原則禁煙」という措置がお客様ニーズへの
対応を著しく損ない，客数や客単価の減少に伴う売り上げの減少を懸念しています。
また，多くの事業者は，いわゆる家族経営といった中小企業であり，店舗の面積や
構造といった物理的な制約に加え，資金的な制約により，喫煙室の整備も容易では
なく，結果的に全面禁煙とせざるを得ず，経営への影響は避けられません。加えて，
効果的とされる分煙措置を取っている店舗・施設であっても，改めて撤去・改作の
ための追加費用が生じるおそれがあります。

なお，諸外国と異なり日本においては，駅周辺や繁華街等において，路上喫煙規
制条例等により屋外での喫煙が厳しく制限されていることも多く，お客様に店外で
の喫煙を求めることが出来ず，その影響は諸外国と比して甚大なものとなることが
懸念されます。諸外国の喫煙環境を例に挙げると，今年開催されたリオデジャネイ
ロオリンピックの開催都市であるリオ市では，飲食・宿泊施設屋内は禁煙であるも，
テラス席やエントランス脇などに喫煙可能スペースが設置されています。また，路
上においても，ゴミ箱兼灰皿が一定区間（通行人が多い場所は数10ｍおき）で設置
されており，ゴミ箱兼灰皿は市が管理しています。



請 願 第 ５００２ 号

以上の通り，たたき台が求める措置には大きな問題があり，多方面にわたって甚
大な影響を与えるおそれがあることから，私どもは，以下について，国に意見書を
提出するよう請願いたします。

● 請願事項

１ 飲食・宿泊業等のサービス業を営む事業者への措置について，十分に配慮した
ものとすること。

２ 効果的とされている分煙措置を取っている店舗・施設については，相当の配慮
をすること。

３ 喫煙者に十分な喫煙機会が与えられるよう，喫煙環境の整備にも配慮すること。

以上，地方自治法第124条の規定により，請願書を提出いたします。



陳 情 第 ５ ０ ０ ５ 号

平成２７年９月４日受理

（件 名） 外国人介護実習生受入支援事業に関する陳情書

（陳情の要旨）

我が国の少子高齢化は，市町村の消滅危機として，我が国の社会現象になってき

ましたが，鹿児島県に於いても，少子高齢化は避けて通れず，各種の統計資料から

も，厳しい将来像が想定されています。

このような中，当老人施設協議会だけでなく，鹿児島県の介護施設では，人材確

保が喫緊の課題であり，鹿児島県の人口推計では，十年後の労働人口は，極端に減

少することも想定されます。特に，介護施設においては，働く方の半数が50歳以上

の方で構成され，十年後に働く方の確保が厳しい状況に陥ることが想定されます。

幸いにして厚生労働省は，平成28年度から介護人材不足を補完するものでなく，

東南アジアの高齢化対策に対する技術移転として，技能実習生を介護分野にも展開

するとした『外国人受入の在り方検討会』の中間報告を平成27年２月に発表された

ところです。

以上の趣旨に基づき，下記の事項を陳情します。

記

1.介護分野人材開発に関する事業として，『外国人介護実習生受入支援事業』(案)を，

政府が推進する『地方創生』の『まち・ひと・しごと創世総合戦略』に組み込む

よう市町村を指導すること。

2.外国人介護実習生受入支援事業の早期実現が図られるよう，政府及び国会に対し，

地方自治法第99条による意見書を提出していただきたい。



陳 情 第 ５ ０ ０ ９ 号

平成２７年１１月１８日受理

（件 名） 児童および障害のある人の福祉施策に関する陳情書（１，２項）

（陳情の要旨）

障害当事者参加・参画のもと編まれた「障害のある人もない人も共に生きる鹿児

島づくり条例」が施行されて間もなく１年が経とうとしています。障害があっても

差別されることなく，障害のない人と分け隔てなく育ち，暮らし，働くことのでき

る鹿児島を実現するために，県民みんなで力を合わせていきたいものです。とはい

え，障害のある人を取り囲む現実は差別の解消とはほど遠いものがあります。この

ような状況を一歩ずつ，ひとつずつでも改善できればと願い，昨年９月に貴議会に

提出した陳情の主な項目は継続審査とされ，今年の改選により廃案となりました。

とりわけ入院時の公的付き添い制度の実現は，障害のある人に対する差別解消にと

どまらず，乳幼児を抱えた家族にとっても大きな意味のあるものです。

社会保障改革の名のもとに，「自己責任」や「自助」が声高に叫ばれています。さ

らには国民の貧困化や所得格差が拡大する中で子どもの貧困問題も日々深刻化して

います。わたしたちは障害があっても，なくても，誰もが安心して生活していける

地域や社会となることを願っています。そのためには貴職および貴議会のお力添え

をいただくことが必要です。障害のある人，子どもの福祉向上のために，以下のこ

とを陳情いたします。

（陳情項目）

１ 乳幼児，障害児，障害者が入院した場合，必ず家族の付き添いが求められます。

入院時の付き添い制度を創設してください。

子どもや障がいのある人が入院しなければならない場合，病院は完全看護とうた

いながらも必ず「家族の付き添いが必要」とされます。

また，身寄りもなく，ひとり暮らしの障がいのある人は，付添人がいない状況が

あります。入院時の付添制度が必要です。

２ 介護保険優先原則を見直し，本人の希望で必要な支援を選べるように，国に進言

してください。

「65歳になったとたん，それまで受けられていた支援が受けられなくなり，しか

も利用料が必要になり，負担が急増した。」障害のある人のこんな悲鳴にも似た声

があちこちで聞かれます。

障害者の制度を使っていた人も65歳(第２号被保険者の方は40歳)になると優先的

に介護保険を使わなければなりません。そのため，１割の費用負担が発生し，それ

まで使っていた支援が受けられなくなるなどさまざまな問題が起きています。

一方，生活保護を受給している第２号被保険者の方は，介護保険を使いたくても

障害福祉サービスが優先されてしまいます。障害者福祉か，介護保険かではなく，

本人のニーズで必要な支援を選択し併用できることが大切です。



陳 情 第５００９号

３ 「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」がより深く県民の心に

届くよう，必要かつ効率的な啓発を行ってください。

2014年３月26日，鹿児島県議会は「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づ

くり条例」を採択しました。

この条例は，国の「障害者差別解消法」制定をはじめとする障害者制度改革の動

きを受けて，県内の多くの障害当事者が参加してできたものです。

世界的に高まる「私たち抜きに私たちのことを決めないで（Nothing without us

about us!)」という当事者参加の思想を，この鹿児島で具体(的に実行)化したも

のとして大きな意味があります。

また，この条例は都道府県条例としては九州では熊本県，長崎県，沖縄に続き４

番目，全国的にも10番目というものであり，先行した条例をしのぐ多くのすぐれた

内容のあるものです。

昨年10月１目から施行されましたが，まだまだ県民の一入ひとりに周知されてい

ません。是非とも多くの県民に周知し障害のあるなしに関わらず，だれひとり差別

なく暮らせる鹿児島にする為に啓発を進めて下さい。

署名者 １５,３０２名 （ 署名簿 ― 省略 ）



陳 情 第 ５ ０ １ ０ 号

平成２７年１１月２４日受理

（件 名） 子宮頸がんワクチン副反応（副作用）の被害者への支援について

（１，４項）

（陳情の要旨）

子宮頸がん予防ワクチン(ＨＰＶワクチン)は，平成22年11月に「緊急事業」として

スタートして以降，平成25年４月には定期接種化されるなど，国と地方自治体とで接

種が推進されてきました。

その後平成25年６月には副反応の問題などから「当面の間，積極的な接種勧奨は

差し控える」こととなりましたが，接種後さまざまな症状に苦しんでいる多くの方

がいます。治療方法もわからず，また神経症状により学校や職場にも通えず，日常

生活に支障をきたしている状態です。

接種対象が（当時）小６から高１の女子生徒であったことから，ＨＰＶワクチン

の被害を訴えている方の多くの方は10代の少女であり，接種前は皆元気に学校や職

場に通っていましたが，接種後に歩行機能や認知機能の低下，不随意運動，末梢神

経や免疫機能の異常など，多岐にわたる症状が発症しています。医療の現場におい

ても病態の診断や治療が難しく，症状はなかなか改善されないため，精神的，金銭

的にも困窮しています。

国による救済制度は存在するものの，これまで厚労省が2,500人以上もの被害を

把握しているのにもかかわらず，平成27年９月に初めて11人の救済が決定したに留

まるなど，依然進んでおらず，被害者そして家族にとっては，国の救済をただ待つ

のでは先が見えない苦しみを背負うこととなります。

被害を訴えている方の多くは子どもであり，学習する機会を奪われ，進学するこ

とも就職することもできず，日々痛みや異常な程の倦怠感，めまい，脱力感，記憶

障害，学力障害などにより辛く苦しい日々を送っています。

国の判断を待つのではなく，鹿児島県議会の皆様にはぜひ私たちの訴えに耳を傾

けて頂き，一日も早くＨＰＶワクチン接種により起こっている問題を解決してくだ

さい。

以上の趣旨に基づき，下記事項を陳情します。

記

１ 保険診療･自費診療にかかわらず，治療にかかる費用に対する援助を行うこと。

２ 被害を訴えている学生への就職・就学支援やサポート体制，教育環境の充実を

図ること。

３ 子宮頸がん予防ワクチン(ＨＰＶワクチン)を接種した人に対して，副反応につ

いて周知するとともに、相談窓口や医療機関について周知すること。また，県内

での副反応の発生状況について調査を行うこと。

４ 特別児童扶養手当について，子宮頸がんワクチン副反応の症状は一日の中でも

症状が大きく変わること等を考慮して頂き，判断基準について検討すること。



陳 情 第 ５０１５ 号

平成２８年２月５日受理

（件 名） 「大隅自然ミュージアム特区」と「有害鳥獣特区」の陳情について

（１項）

（陳情の要旨）

ＣＯＰ21では，地球の危惧を世界の学者官僚の方が話しあわれたようです。日本

の植物も，同様に危惧されるものもあります。そこで，今の内なら大隅の森林植物

群は残れそうです。よって，特区の創設を陳情いたします。

また，鳥獣被害も県下の状況は目を覆うばかりです。まず，最も過疎高齢化が進

んでいる大隅地区から対策を始め，県全体に鳥獣対策を勧めるため，下記のことに

ついて特区の創設を陳情いたします。（別紙参考資料を参照）

１ 「大隅自然ミュージアム特区」について

今，『下層植生の茂った森』がシカの害で消えようとしています。

その実態は，北海道（10年前，33万頭生息）から九州（５年前，27万頭生息）迄，

日本の全地域で被害が顕著になり，植物群生育種をも危ぶまれ，昔から日本を覆っ

ていた照葉樹林帯の森は，現在では大隅だけになりました。

このような，貴重な大隅の森の現状から，「大隅自然ミュージアム」を陳情するも

のです。

(最近，全国のシカ生息密度は７倍に増，分布は10年で1.5倍に拡大，増加率は20%)

２ 「有害鳥獣特区」について

現在，大隅での狩猟者は過疎と高齢で75歳を越え（常連者），捕獲後の搬出が困難，

骨を埋めるところがない，販売力もなく，冷凍庫が満杯などで捕獲意欲がなくなり，

鳥獣の驚異的増加と相乗して田舎道路や農地荒廃には目を覆うばかりであります。

この対策として，『猟をする人，加工をする人，販売をする人』など，本県の特性

に合せ，一元化した仕組みに取組むことが必要かと思われます。

今こそ，有害鳥獣の「大隅特区(試験地)」にして，老狩猟師がいる間に，若者に

猟の”いろは”を手とり足とり体感させ，猟をしたくなる行政こそ喫緊な課題であ

ると思います。

(農林水産省調 有害鳥獣被害額は年約200億円，予算は年約100億円)



陳 情 第 ５０１８ 号
平成２８年２月１６日受理

（件 名） 別居や離婚後の共同養育及び共同監護、親子の面会交流に関する
法整備を求める意見書の採択を求める陳情

（陳情の要旨）
現在、毎年25万組が離婚し、その６割に未成年の子がいます。３組に１組の夫婦

が離婚しています。親権を失い子どもとの面会交流ができない親はその６割以上に
もおよび、毎年15～16万人の子どもが、片親との関係を断絶させられています。ま
た、離婚後に養育費を受け取れている世帯は２割程度しかいません.

［陳情の理由］
日本では、当事者の合意の基づく協議離婚が全体の９割近くを占めており、特に

離婚後の親子関係や面会交流、養育費といった問題について十分な話し合いが行わ
れていないことや、離婚後の生活環境の変化や子どもの気持ち等を配慮した内容と
なっていないことが少なくない。離婚後に父母間の問題が深刻化して調停が必要と
なる前に、父母間で話し合いが可能な時点で、子どもの養育について必要な合意形
成を行えることが望ましい。そこで、離婚前後の父母による子の養育に関する適切
かつ十分な取り決めがなされるように、父母にとって最も身近な基礎自治体や広域
自治体が積極的な働きかけを行うことが必要とされています。

［経緯］
平成24年４月１日の民法改正に伴い、「子どもの面会交流」を父母間で取り決める

と明記されたことを受けて、平成24年５月７日より東京都が『面会交流支援事業』
を実施しています。その後、翌年の平成25年７月１日より千葉県が実施、平成25年
12月より熊本県が実施しております。

鹿児島市議会の本会議においても、平成26年12月22日に採択された「こどもの養
育支援を求めることについて」の要望であった、こどもの養育に関する合意書・こ
ども養育プラン(兵庫県明石市の参考書式)が、同年12月24日より、市民課や各支所
総務市民課等の窓口に配置、常備することになりました。

自治体は結婚や離婚、子どもに関する手続きを行う窓口であり、父母の身近にあ
ってその果たしうる役割は非常に大きいです。

面会交流とは、夫婦が別居や離婚をした後、子どもと離れて暮らしている父親や
母親が定期的に子どもと会って話をしたり、一緒に遊んだりして交流することをい
います。本事業を行うことで、子どもの精神面の安定をもたらし、子どもの健やか
な成長を有意義にすること等を目的としています。

自治体の適切な支援が早期に実施されることにより、当事者による面会交流や養
育費の支払いを促すことができ、その履行も適切に行われることに繋がります。

［陳情事項］
国会及び関係行政庁に対し、公的支援・法整備を求める意見書を提出していただ

きたい。



陳 情 第 ５０１９ 号

平成２８年２月１６日受理

（件 名） こどもの養育支援を求めることについて

（陳情の要旨）

現在、毎年25万組が離婚し、その６割に未成年の子がいます。３組に１組の夫婦

が離婚しています。親権を失い子どもとの面会交流ができない親はその６割以上に

もおよび、毎年15～16万人の子どもが、片親との関係を断絶させられています。ま

た、離婚後に養育費を受け取れている世帯は２割程度しかいません.

［陳情の理由］

日本では、当事者の合意の基づく協議離婚が全体の９割近くを占めており、特に

離婚後の親子関係や面会交流、養育費といった問題について十分な話し合いが行わ

れていないことや、離婚後の生活環境の変化や子どもの気持ち等を配慮した内容と

なっていないことが少なくない。離婚後に父母間の問題が深刻化して調停が必要と

なる前に、父母間で話し合いが可能な時点で、子どもの養育について必要な合意形

成を行えることが望ましい。そこで、離婚前後の父母による子の養育に関する適切

かつ十分な取り決めがなされるように、父母にとって最も身近な基礎自治体や広域

自治体が積極的な働きかけを行うことが必要とされています。

［経緯］

平成24年４月１日の民法改正に伴い、「子どもの面会交流」を父母間で取り決める

と明記されたことを受けて、平成24年５月７日より東京都が『面会交流支援事業』

を実施しています。その後、翌年の平成25年７月１日より千葉県が実施、平成25年

12月より熊本県が実施しております。

鹿児島市議会の本会議においても、平成26年12月22日に採択された「こどもの養

育支援を求めることについて」の要望であった、こどもの養育に関する合意書・こ

ども養育プラン(兵庫県明石市の参考書式)が、同年12月24日より、市民課や各支所

総務市民課等の窓口に配置、常備することになりました。

自治体は結婚や離婚、子どもに関する手続きを行う窓口であり、父母の身近にあ

ってその果たしうる役割は非常に大きいです。

面会交流とは、夫婦が別居や離婚をした後、子どもと離れて暮らしている父親や

母親が定期的に子どもと会って話をしたり、一緒に遊んだりして交流することをい

います。本事業を行うことで、子どもの精神面の安定をもたらし、子どもの健やか

な成長を有意義にすること等を目的としています。

自治体の適切な支援が早期に実施されることにより、当事者による面会交流や養

育費の支払いを促すことができ、その履行も適切に行われることに繋がります。

［陳情事項］

鹿児島県における『面会交流支援事業』の実施



陳 情 第 ５０２０ 号
平成２８年２月１７日受理

（件 名） 指宿山川太陽光発電開発に伴う大規模林地開発反対に関する陳情書

（陳情の要旨）
双日株式会社(以下事業者)とサンエコー(以下土地所有者)は，当初の計画では指

宿市山川大山の土地におよそ40町歩に及ぶ太陽光発電所の開発を計画しています。
開発の予定地は山で，その真下にある上出集落は度々土砂災害や浸水被害に見まわ
れています。大規模な森林の開発が行われると山の保水力が失われ，災害が起きる
ことが予測されます。また，山の環境が変化し，鳥獣による農作物への被害も懸念
されます。

［陳情理由］
１ 自然災害の危険

開発予定地近隣の上出集落は指宿市のハザードマップに示されている土砂災害危
険地域内にあります（資料１）。戦中，山は開墾され，家屋への浸水や土砂災害が頻
繁に起きていました（資料２）。戦後，植林し地が安定してきたことと，集落民の約
８割が地盤を底上げしてきたため，昭和60年以降，大きな浸水や土砂災害は起きに
くくなっています。しかし，短時間で多量の雨が降ると，集落内の上流では道路が
川の様になります（資料１－①地点，写真１）。昨年（平成27年６，７月）は降雨に
よる被害が集落内でありました（資料１－②地点，写真２）。特に資料１－②地点は
通学道路になっており，登下校に交通量が多く歩道のない道路への迂回を余儀なく
されました。また，昨年の降雨は大山区だけでなく，林地開発予定地に隣接する利
永区や小川区にも浸水などの被害がでました。事業者側は太陽光発電開発を行う際，
30年に一度の大雨を想定して調整池を作り，それにより排水状況はむしろ改善され
るとの説明でした。しかし，指宿市の近年の降水量は2013年６月では460.5㎜，2014
年６月では815.5mm，2015年６月では1,398.5mm（気象庁各種データより）と年々増
加しています。

2010年10月の奄美土砂災害では降水量が994.5㎜で起こっています。今後の気象変
動を考えるといつでも想定外が起きうる状況です。

２ 農業生産環境への悪影響
開発予定の周辺地城では生活基幹の主となるものが農業生産です。近年の気象変

動で農作物への鳥獣被害が増えつつあります。
また，指宿市は池田湖と鰻池の二つの水資源により農業生産や住生活を行ってお

り，生活に関わる水資源に対しても悪影響が考えられます。

３ 20年後の太陽光パネル，調整池，土地の処理問題
太陽光パネルの耐用年数である20年後，事業者側，土地所有者がともに膨大な数

の太陽光パネルを適正に処理できるのか疑問です。太陽光発電利用後の調整池や土
地がどのように使用されるのかも懸念材料です。開発に反対した当初，土地所有者
は土地を中国系企業に売却するとのことでした（資料３）。土地をどのように使用す
るのか，これは太陽光発電利用の20年後にも浮上してくる問題です。

４ 精神的不安
上出集落は周囲を山で囲まれており，山に保水力がなくなれば，資料１－①地点

写真１以上に道路が川になることも考えられ，避難経路を確保できるのか不安が募
ります。



陳 情 第５０２０号

以上の理由により以下のことを陳情いたします。

［陳情］
大規模な森林開発は野生動物の生態系や水資源への悪影響，また土砂災害や浸水

被害などの人災を引き起こします。
山や急斜面を含む土地での大規模な開発を許可する場合，林地開発予定地に隣接

する住民の意識調査や土地の環境調査を行い，それを十分に反映させた判断をお願
いしたく，陳情いたします。

署名者 ４６名 （ 署名簿 ― 省略 ）



陳 情 第 ５ ０ ２ ３ 号

平成２８年４月２２日受理

（件 名） 電動車両用の充電器・付帯設備の公共施設等への早期整備等に

ついての陳情書

（陳情の要旨）

現在，鹿児島県においても本土を中心に環境に優しい電気自動車等の電動走行が可

能な車両が増えてきております。これらの車両が増える事により環境問題やエネルギ

ー問題，災害対策等の課題解決の一つになると思われます。またこれからの街づくり

や観光にも新しい価値観をもたらすものと考えられます。

しかし本県では，これらの電動車両用充電インフラは薩摩川内市と民間大手の施設

では整備されつつありますが，中小企業の施設，県や薩摩川内市以外の他の自治体の

公共施設・離島ではまだほとんど整備されておりません。今後生活に欠かせないイン

フラとなるだけに早急の整備が必要と考えます。

2015年12月12日にはＣＯＰ21においてパリ協定が採択され，今後益々環境政策やエ

ネルギー政策は重視されることが予想され，同年6月の観光立国推進閣僚会議では「観

光立国実現に向けたアクション・プログラム2015」の中でも，ＥＶの充電施設を全国

の道の駅に標準装備する，とするなど，国もビジョンを掲げており，熊本県の道の駅

では，2015年11月５日現在で28駅中21駅で設置済みとなっております。

対して本県の道の駅では21駅中１駅という現状です。（国土交通省道路局ＨＰより）

民間レベルでは，今後場合によっては業績悪化による撤退等で充電器が使用出来な

くなる事態が発生する可能性があり，それは街からインフラの消滅または縮小という

事態を意味します。

是非とも本県も観光立県として公共施設等を中心とした充電器・付帯設備の整備を

進めて，併せてセーフティーネットとして整備していただきたいのと，環境政策やエ

ネルギー政策，災害時の非常用電源の面からも電動車両の普及に力を入れていただき

たくお願い申し上げます。

以上の趣旨に基づき，下記事項を陳情します。

１ 急速充電器・普通充電器・倍速充電器（普通充電器の２倍の充電機能と給電機能

を持つ）の公共施設への早期設置（急速充電器の設置優先・付帯設備を含む）

２ 電動車両や急速充電器・普通充電器・倍速充電器の購入・設置費用のための補助

金の予算確保



陳 情 第 ５０２５ 号

平成２８年５月２７日受理

（件 名） 飲食店等の禁煙化の促進について

（陳情の要旨）

最近の報道によると，県下の登録された飲食店等の中，「禁煙店」が急増した旨報

じられたことは記億に新しく良い傾向であるが，更なる普及が必要である。

わが国では，ＷＨＯの勧告により「健康増進法」が制定され，広く国民に周知さ

れて喫煙による健康被害が更に認識されるようになった。

同法第25条により殆どの公共的施設・場所は禁煙化されているが，飲食店等の禁

煙化は殆ど進んでいない。

鹿児島市では，登録7024店中，禁煙登録は145店で全体の2.06％，その他の県全体

では5341店中250店で4.68％と非常に低い。

今後，受動喫煙による健康被害を除くために，リスクの高い飲食店等の禁煙化を

積極的に推進すべきである。

以上の実状に鑑み，県ならびに県下13保健所は，管下市町村の協力を得て，下記

の要領により鋭意業務に取り組んでいただきたい。

記

１ 受動喫煙による健康被害を，あらゆるメディアを駆使して,啓発・啓蒙に努める

こと。

２ 保健所長や識者による講演会，説明会等を年間を通して実施すること。

３ 市町村と保健所は，情報共有を推進するために連絡会を設定する等協力体制を

構築すること。

４ 保健所は管下の業者の情報収集に努め，「禁煙店」への登録を，電話や訪問を通

して勧めること。

５ 飲食店の新規登録や更新の機会に，禁煙店へ登録を積極的に勧めること。



陳 情 第 ５０２６ 号

平成２８年８月１０日受理

（件 名） 産科医及び小児科医が常駐していない離島地域に対する出産支援

事業費補助制度の拡充について

（陳情の要旨）

与論町における出生者数は，現在，年間に50人前後でありますが，町内に産科医

及び小児科医が常駐していないことから，沖縄県など島外の医療機関での妊婦健診

や出産を余儀なくされております。

このため，妊婦は，月に２・３回島の病院に来て巡回診療をしている産科医等か

ら，母子の安全面をはじめ，妊婦の船・飛行機への搭乗には制約があることや出産

日は不確定な要素がある点などに配慮して島外の出産する場所におおむね１か月前

に渡航して待機するよう勧められることから，宿泊施設等に長期滞在し，分べん予

定の医療機関で妊婦健診を受けながら出産に備えている実情にあります。

現在，与論町では，県の離島地域出産支援事業実施要綱に基づく島外出産支援事

業を実施しており，交通費及び宿泊費について，それぞれ補助を行っておりますが，

この補助額では到底足りず，島外出産に要する実際の経費総額とは大きな隔たりが

あるのが実情であります。

特に，妊婦はもとより，その同伴・付添いも必要となる家族にとって，１か月前

からの長期にわたる出産待機等に係る多額の費用は，家計面だけでなく，精神的な

面でも大きな負担となっており，少子化対策の充実が時代の要請となっている中で，

産科医及び小児科医が常駐していない離島における島外出産の実費に見合った補助

制度の構築の必要性が痛感されるところであります。

今日，加速度的に進行する少子化は，奄美群島の島々の盛衰に関わる重要かつ喫

緊の課題であり，この対策・解決なくして学校の存続，地域経済の活性化，住民福

祉の向上など，離島の自立促進・振興発展はありえないと言っても過言ではありま

せん。

つきましては，産科医及び小児科医が常駐していない離島の実情に一層の御理解

を賜り，安心して出産し子育てができる環境を整備するため，現行の離島地域出産

支援事業費補助制度を早期に拡充していただきますよう強く要望いたします。



陳 情 第 ５０２７ 号

平成２８年９月２日受理

（件 名） 「高額療養費」「後期高齢者の窓口負担」の見直しにあたり，現行制度

の継続を求める意見書の採択を求める陳情書

（陳情の要旨）

貴職におかれましては，平素より県民の健康増進のために日夜ご尽力をされてい

ることに深く敬意を表します。

財務省・財政制度等審議会は，社会保障分野の改革の方向として，70歳以上の高

額療養費制度の限度額の引き上げ，後期高齢者の窓口負担の２割化等，患者負担増

をもたらす制度を提言しています。(「『経済・財政再生計画』の着実な実施に向けた建

議(2016年５月18日)」，「平成28年度予算の編成等に関する建議(2015年11月24日)」)

さらに，本年６月２日に公表された，経済財政諮問会議「経済財政運営と改革の

基本方針2016」(骨太方針)においても，これらの改革を着実に推し進める観点から，

社会保障分野において「負担能力に応じた公平な負担，給付の適正化」を図るとし

ています。

しかし，いま経済的な理由で必要な受診ができない患者さんは増えています。鹿

児島県保険医協会が会員医療機関に対して行った調査では，44％(医科38％，歯科57

％)の会員医療機関が，経済的な理由による患者さんの治療中断を経験しています。

さらに，47％(医科49％，歯科41％)が医療費負担を理由に治療や検査を断られたこ

とがあると答えています。(別紙)

さらなる患者負担増は多くの国民から医療を遠ざけ，とりわけ治療が長期にわた

る高齢者の生活を圧迫することになり，病気の早期発見・早期治療の観点からも懸

念されます。

厚生労働省の調査によれば，生活保護を受給する世帯のうち，65歳以上の高齢者

を中心とする世帯が，今年３月時点で過去最多の82.6万世帯に上り，初めて受給世

帯の半数を超える50.8％となりました。高齢化が進む中，低年金や無年金で老後を

迎え，身寄りもなく生活保護に頼る高齢者の貧困の深刻化が鮮明になっており，厚

労省の担当者は「高齢者が就労できず，就労しても十分な収入を得られていない」

と分析しています。

こうしたことから，「高額療養費」「後期高齢者の窓口負担」の見直しにあたり，

現行制度の継続を求める意見書を提出して頂けますよう，お願い致します。

（ 別紙 ― 添付省略 ― ）



陳 情 第 ５０３０ 号

平成２８年９月１２日受理

（件 名） 子ども医療費の現物給付（窓口無料）を求める陳情書

（陳情の要旨）

鹿児島県の子ども医療費の助成制度は償還払い方式のため，手元にお金がないと

受診をやめたり，回数を減らしたりする「受診抑制」がおこります。そのため必要

な医療が受けられない状況が発生し，命にかかわる可能性があります。現物給付に

することで「医療費が増える」といった指摘がありますが，「子どもの命を平等に守

る」「子どもが健全に育つ権利を保障する」ことがなによりも優先されるべきと考え

ます。

また，この償還払い方式をとっている都道府県は，わずか７県のみとなっており，

九州では沖縄と鹿児島の２県で，全国的にも，九州の中でも本県は大変遅れていま

す。

昨今，子どもの貧困の問題が取りざたされていますが，子どもの貧困は親の貧困

の問題でもあります。特に子育て中の若い世代は収入が少なく，家計の中で，子ど

もの医療費の占める割合が大きくなり，若い世代にとっては負担が重くのしかかっ

てきます。親の経済状況に関係なく，子どもたちの命は平等に守られるべきです。

お金の心配をすることなく，どの子もいつでも受診できるように，現物給付方式へ

の移行を進めることが急がれます。

以上のことから，貴県議会において，現物給付を実現するための積極的な審議を

していただきますよう陳情します。

〈陳情項目〉

一. 子ども医療費の助成制度を，現物給付（窓口無料）にしてください。



陳 情 第 ５ ０ ３ １ 号

平成２８年１１月２２日受理

（件 名） 児童および障害のある人の福祉施策に関する陳情書

（１～４項，６～７項）

（陳情の要旨）

1994年の児童の権利条約批准から遅れること20年、国連障害者権利条約が2014年

に批准され、障害者差別解消法など国内法が少しずつ拡充されつつある中、本県に

おいても「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」が制定されたと

ころです。社会的に弱い立場にある人の権利保障も含めて、障害があってもなくて

も、誰もが差別されることなく、分け隔てなく育ち、暮らし、働くことのできる鹿

児島を実現するために、県民みんなで力を合わせていけたらと願います。

これらの動きの一方、近年全国的に国民の貧困化や所得格差が拡大する中で、高

齢者、障害者、ひとり親家庭、子どもの貧困が社会問題化しています。また介護保

険制度や障害福祉制度においては「負担は厚く、支援は薄い」状態が年々深刻化し

ており、さらに営利企業の福祉参入を許す等の制度設計によって、「社会福祉」は本

来の意味を急速に失いつつあります。福祉・保育労働従事者の相次ぐ離職など慢性

的な担い手不足によって社会福祉の現場は様々な問題が山積し、日々深刻化してい

ます。

社会保障改革の名のもとに、「自己責任」や「自助」が声高に叫ばれています。生

存権を規定した憲法25条、幸福追求権を規定した憲法13条を真の意味で守り、障害

があってもなくても誰もが自由と幸福のもとで安心して暮らしていける地域や社会

をつくるため、以上の趣旨に基づき、下記事項を陳情いたします。

記

１ 障害のある方が介護保険に切り替わったときに、今まで使っていた制度が利用

できなくなったりします。介護保険優先原則ではなく、その人に合わせた制度利

用が出来るようにしてください。

２ 入院時に家族以外でも付き添えるように、入院時付き添い制度を創設してくだ

さい。

３ 児童通所発達支援の利用申請から利用開始までの期間がより短縮できるよう配

慮してください。

４ 児童の放課後等デイサービス事業における受給量制限を撤廃するよう国に働き

かけてください。

５ 保育園の３歳以上の子どもが主食を持ってこなくてもよいように、完全給食を

実現してください.

６ 障害者差別解消法や障害者差別解消条例の理念が県民の文化として深く根づい

ていくための、具体的な手だてを講じてください。

７ 福祉職の深刻な人手不足対策のため、早急に処遇改善にとりくむよう国に働き

かけてください。

署名者 １６,１４６名 （ 署名簿 ― 添付省略 ）



陳 情 第 ５ ０ ３ ２ 号

平成２８年１１月２４日受理

（件 名） ウミガメが上陸産卵しやすい海岸作りについて

（陳情の要旨）

鹿児島県は全国一のウミガメの上陸産卵頭数があり，県のウミガメ保護条例が制

定され保護活動や生態研究を行うことになっている。しかし，ウミガメを取り巻く

環境の変化は厳しいものがあり，世界中でウミガメの種の存続が危ぶまれ，早急な

対策が必要と言われている

そこで，下記事項を陳情する。

記

１ 現在ウミガメの上陸産卵が確認されている海岸が，今後も開発などで減少しな

いよう県議会から関係機関に働きかけていただきたい。

２ ウミカメが上陸産卵しやすく，またふ化した子ガメが海に帰りやすい海岸作り

を県議会から関係機開に働きかけていただきたい。

３ 県民に，「鹿児島県ウミガメ保護条例」や鹿児島県内のウミガメの産卵状況，ウ

ミガメを取り巻く環境の変化により種の存続が危ぶまれていることなどがわかり

やすく伝わるよう，ウェブページを開設したり，パンフレットを作成して学校で

配布したりするなど，啓発活動を積極的に行うよう県議会から県へ働きかけてい

ただきたい。


